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第一歩として、可能性調査（ＦＳ調査）を！

■ 事業として成立するか、事業化に向けて何が必要かを考

える重要な調査。

■ エネルギーの需要量に合わせ、どのようなエネルギーシ

ステム（発電設備や熱供給設備）を構成するかを検討。

■ 調査費（調査員人件費含む）や学者を交えた検討委員会

の開催費などを補助。

■ 企業を通じた申請で可（首長印不要）

■ 補助率10／10 （自治体の財政負担なし）

■ 毎年、春から初夏にかけて募集

⇒今からならば、十分に対応可能
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今年度の採択地域（抜粋１）
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申請者 実施地域 事業名称
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今年度の採択地域（抜粋２）
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今年度の採択地域（抜粋３）



平成２６年度補正予算
地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金

（２）地産地消型再⽣可能エネルギー⾯的利
⽤等推進事業

地産地消型再⽣可能エネルギー⾯的利⽤等推進
事業費補助⾦ 平成2６年度補正予算案額 78.0億円

省エネルギー・新エネルギー部
政策課 制度審議室
03-3580-2492

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
再⽣可能エネルギーは地域活性化に資する重要な国産エネルギー源

であり、再⽣可能エネルギー発電システムや熱利⽤システムの導⼊拡
⼤が重要です。

 また、エネルギーマネジメントシステム等を活⽤しつつ、再⽣可能エネル
ギー等の地域の分散型エネルギー（電気・熱等）を⼀定規模のコミュ
ニティの中で⾯的に利⽤し、平常時には⼤幅な省エネを実現し、⾮常
時にはエネルギー供給を確保できる等の効果を有する、地産地消型
のエネルギーシステムを広げていくことが重要です。

地産地消型のエネルギーシステムの構築によって、地域内でのエネル
ギーの最⼤活⽤・最適化が図られ、エネルギーコストの最⼩化にもつな
がります。

 このため、先導的な地産地消型のエネルギーシステムを構築する取組
を⽀援するとともに、そのノウハウの蓄積、他地域への普及を図ります。

成果⽬標
再⽣可能エネルギーの⾯的な利⽤等を通じ、地域内でのエネルギーを

最⼤限活⽤し、省エネ効果を20%以上達成するなど、エネルギーコス
トの最⼩化を図ります。

国 事業者等

補助（定額,1/2,2/3）補助

⺠間団体等

制
御

地域エネルギー事業者

地域アグリゲーター

制
御

制 御

エネファーム

コージェネ
レーション
システム

蓄電池

蓄電池

ﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞ
ﾘｽﾎﾟﾝｽ

不安定な再エネ
の⼤量導⼊

地域に点在する
創エネシステム

地域に点在する
蓄エネシステム

地域に点在する熱エネルギー

電気⾃動⾞

太陽光

バイオマス

事業化可能性調査の実施や事業計画の策定を⽀援

【①⾃治体連携：2/3以内、②⺠間主導：1/2以内】
再エネ等発電設備、熱利⽤設備、蓄電・蓄熱設備、エネマネシステム、⾃営
線・熱導管、その他付帯設備の⾯的導⼊を⽀援

※「固定価格買取制度」において設備認定を受けない設備が対象

（１）構想普及⽀援 【定額】

（２）地産地消型再⽣可能エネルギー⾯的利⽤等推進事業

※コージェネレーションシステム：発電の際に⽣ずる排熱を同時に回収し、熱及び電⼒を供給する熱電併給システム。

コージェネ
レーション
システム
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地産地消型再⽣可能エネルギー⾯的利⽤等推進事業費補助⾦（構想普及⽀援事業）【予算額：１０億円】

項目 概要

補助⽬的
先導的な地産地消型エネルギーシステム（再⽣可能エネルギー等の地域の分散型エネルギーを⼀定規模のコミュニティの中で⾯的
に利⽤するもの）の構築に向けた事業化可能性調査及び事業計画策定を⾏う事業の実施に要する経費の⼀部を補助することによ
り、地産地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有化及び他地域への展開を図る。

補助対象事業

 事業化可能性調査
⼀定規模のコミュニティの中で⾯的にエネルギー事業を⾏う地

産地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業の構築にかか
る経済性評価（投資回収効率、費⽤対効果）のための事業
化可能性調査を実施する事業。
1. 地域でのエネルギー需給の管理（エネルギーマネジメン

ト）に関する調査（必須）
2. 再⽣可能エネルギーに関する調査（任意）

 事業計画策定
⼀定規模のコミュニティの中で⾯的にエネルギー事業を⾏う地産

地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業の実施を前提とし
て、詳細な事業計画の策定を実施する事業。
 本事業において策定する事業計画は他事業において類似の

事例がなく、再⽣可能エネルギー等の分散型エネルギーの地
産地消等の課題を解決するための優れた特性を有するもの
であって、他地域への普及可能性が優れたものであることが
必要。

補助対象事業者

 ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社
を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅
公共団体、任意団体等

 ①地産地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業を
⾏う事業者と、②主たるエネルギー事業者の２者の共同
申請が必須。

 ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を
主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公
共団体、任意団体等

 ①地産地消型エネルギーシステムの設置等を伴う事業を⾏
う事業者、②事業実施場所の地⽅公共団体（資⾦拠出
は不要）、③主たるエネルギー事業者の３者の共同申請が
必須。

補助対象経費
 事業化可能性調査に係る経費

• 労務費、旅費（委員旅費、職員旅費）、委員会開催
費（委員謝⾦、会場費等）、外注費、消耗品費、その
他（本事業を実施するのに必要な経費）。

 事業計画策定に係る経費
• 労務費、旅費（委員旅費、職員旅費）、委員会開催費

（委員謝⾦、会場費等）、外注費、消耗品費、その他
（本事業を実施するのに必要な経費）。

補助率（上限）  定額（上限：１０００万円以内）  定額（上限：３０００万円以内）

公募開始 平成２７年３⽉３０⽇（⽉）（予定）〜平成２７年８⽉３⽇（⽉）
※ ⼀次締切 5⽉11⽇ ⼆次締切 6⽉22⽇ 最終締切 8⽉3⽇

執⾏団体 ⼀般社団法⼈ 新エネルギー導⼊促進協議会

ＦＳ調査

モデル構築事業のうち地産地消型エネルギーシステムの構築に係るもの【予算額：４０億円】

項目 概要

補助⽬的
先導的な地産地消型エネルギーシステム（再⽣可能エネルギー等の地域の分散型エネルギーを⼀定規模のコミュニティの中で⾯的
に利⽤するもの。）の構築に要する経費の⼀部を補助することにより、地産地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有
化及び他地域への展開を図る。

補助対象事業

以下の項⽬を満たす事業⼜は当該事業に関する実施設計を⾏う事業を補助対象とします。

１．再⽣可能エネルギー等を利⽤し、⼀定規模のコミュニティの中で電気⼜は熱等の融通を最適に制御し、エネルギーの利⽤を⾏う
もの、⼜は将来的な地産地消エネルギーシステムの構築に資する先端的な技術等を含んだ新規性を有する実証を⾏うものであ
ること。

２．地域内でのエネルギーの最⼤活⽤・最適化に寄与する地産地消型エネルギーシステムの構築に関するノウハウの共有化を図り、
他地域での地産地消型エネルギーシステムの展開に資するものであること。

補助対象事業者  ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公共団体、
任意団体等であること。

補助対象経費

 モデル構築事業に係る経費
• 設計費（機械装置、システム）
• 設備費（機械装置、制御装置、監視装置、エネルギーマネジメントシステム、配管・配線類及びこれらに付帯する設備）
• ⼯事費
• 諸経費（⼯事負担⾦（⽔道等）、管理費（申請者の出張旅費、会議費等））。
※ 固定価格買取制度の認定設備は補助対象外。

補助率（上限）
 ⺠間会社⼜は任意団体等 １／２
 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社、地⽅公共団体と共同申請する任意団体等 ２／３
 上限：１０億円

公募期間 平成２７年３⽉１３⽇（⾦）〜平成２７年７⽉３１⽇（⾦）
※⼀次締切：平成２７年３⽉３１⽇（⽕） ⼆次締切：平成２７年５⽉２９⽇（⾦） 三次締切：平成２７年６⽉３０⽇（⽕）

執⾏団体 ⼀般社団法⼈ 都市ガス振興センター
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（参考）地産地消型エネルギーシステムのイメージ①複合市街地（岩崎地区スマートエネルギーネットワーク）

ＭＪ／ｈ ＲＴ
【メインプラント】 5 67,102 5,300
ガス吸収冷温⽔機 1 11,395 900
排熱利⽤型ガス吸収冷凍機 1 3,798 300
電動ターボ冷凍機 6,329 500
【サブプラント１】 18,987 1,500
排熱利⽤型ガス吸収冷凍機 6,329 500
【サブプラント２】 6,645 525
ガス吸収冷凍機 2,215 175

計 92,734 7,325

【メインプラント】 5
ガス吸収冷温⽔機 1
ガス温⽔ボイラー
【サブプラント１】
【サブプラント２】
ガス温⽔ボイラー

計
11

61,192

1

温
熱

冷
熱

定格能⼒
ＭＪ／ｈ
61,181
9,532
13.521

11

機器名 台数 定格能⼒

3

3

機器名 台数

機器名 台数 ｋＷ 系統
ガスエンジン発電機 4 1,000 冷⽔　温⽔

計

コージェネレーション設備 地域導管（m）
ｍ

約3,000
4,000

地域熱供給エリア 設備機器リスト

［出典］ ⼤阪ガス資料

 既存の熱供給先に、新たに近隣に設置された３施設を加え、それぞれに設置されるコージェネや太陽熱パネルから供
給される熱を地区内で相互融通。

 新たに要件緩和された特定電気事業として、コージェネ発電電⼒に、系統電⼒を加え、複数の施設に電気供給。
 特定電気事業需給管理システムにより、３０分同時同量管理を⾏うとともに、企業ＰＲ施設(hu＋gミュージアム)

ではデマンドレスポンスを実施（予定）。
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（参考）地産地消型エネルギーシステムのイメージ②商業施設（堺鉄砲町地区スマートコミュニティ）

■ 商業施設計画概要
建 築 地：⼤阪府堺市堺区鉄砲町
敷地⾯積 ：約 88,100㎡
建築⾯積 ：約 41,000㎡
延床⾯積 ：約152,000㎡
構造種別 ：Ｓ造
階 数 ：（本体）地上4階 棟屋1

（⽴体駐⾞場棟） 地上6階
（⾚煉⽡館） 地下1階 地上1階

■ 分譲マンション計画概要
建 築 地：⼤阪府堺市堺区南島町
敷地⾯積 ：約 8,000㎡
総⼾数：202⼾
構造種別 ：ＲＣ造（⼀部Ｓ造）
階 数 ：地上14階

下⽔処理⽔の
⾼度複合利⽤

商業施設を
中核としたＤＲ

地域社会の
既存ストック活⽤ 環濠の⽔質改善

［出典］ 関⻄電⼒資料

 商業施設を核とした、隣接マンションとの連携によるディマンドリスポンスを実施予定。
 地域の未利⽤資源である下⽔処理再⽣⽔を商業施設の給湯・空調等に熱利⽤し、その後、地域のシンボルである

環濠の⽔質改善⽤⽔として利⽤。

事業イメージ
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（参考）地産地消型エネルギーシステムのイメージ③⼯業団地（第⼆仙台北部中核⼯業団地（Ｆ－グリッド））

［出典］ トヨタ⾃動⾞資料

運営組織事業イメージ

トヨタ⾃動⾞東⽇本
（⾃動⾞⼯場）

サプライヤー各社

すかいらーく⼯場

ガスエンジンコージェネ
レーション

⼤衡村役場/
地域防災拠点

太陽光発電

リユース蓄電池

Ｆ－グリッドＬＬＰ

電⼒

ベジ・ドリーム栗原（植物⼯
場）

電⼒

（蒸気・温⽔）
熱

（蒸気・温⽔）

電⼒

（温⽔）
熱

（温⽔）

電⼒

東北電⼒

熱導管

⾮常時

⾃営線
▽F-グリッド宮城・⼤衡有限責任事業組合(LLP)
▽13年4⽉よりオペレーション開始
▽代表：トヨタ 出資⾦：948百万円

F-グリッドLLP
⼯業団地企業への電⼒／熱供給
エネルギーマネジメント（⾒える化・
省エネ等）の実施主体

トヨタ⾃動⾞

豊⽥通商

トヨタ⾃動⾞
東⽇本

トヨタ関連会社

⼯業団地内事業者

統括

事業協⼒

電⼒利⽤／⾒える化・省エネサービス利⽤

東北電⼒

仙台市ガス局
地域エネルギー事業者

電⼒供給
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ

ガス供給

ト
ヨ
タ
紡
織
東
北

ト
ヨ
タ
輸
送

ベ
ジ
・
ド
リ
␗
ム
栗
原

中
央
精
機
東
北

ビ
⑃
␗
テ
⑁
ク

す
か
い
ら
␗
く

※ 特定供給を今後利⽤予定

※

 ⼯業団地内の需要側と供給側が⼀体となった事業体「Ｆ－グリッドLLP」を組織し、マイクログリッドを運営
 Ｆ－グリッドLLPの⾃家発電により作った電気・熱をＣＥＭＳで制御し、⼯業団地内の需要家へ効率的にエネル

ギー融通（特定供給）するとともに、エネルギーマネジメント事業（⾒える化・平準化）を実施
 ⾮常時はＦ－グリッドで発電した電⼒を防災拠点等に回す等、周辺地域との連携を図る
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（参考）地産地消型エネルギーシステムのイメージ④⼤学施設（中部⼤学キャンパススマートグリッド）

［出典］清⽔建設資料

ピークカット
実績

２４％削
減

省エネ
実績

１５％削
減

所在地 愛知県春日井市

総敷地面積 約37万㎡

総建物面積 約17.8万㎡

学生数 約10,000人

（⼯事中）

 既存施設を含んだ複数建物に対し、ＢＥＭＳ導⼊による多棟制御を実施するとともに、蓄電池やコージェネレーショ
ンなどを需給調整に活⽤し、ピークカットや省エネ効果に役⽴てる。

 当初は⽣命健康科学部（５施設）からスタートし、応⽤⽣命学部まで完了。今年度は⼯学部の他、キャンパス全
体への展開も想定。



モデル構築事業のうち再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた取組に係るもの【予算額：２０億円】

項目 概要

補助⽬的 再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた取組を⾏う事業に要する経費の⼀部を補助することにより、地産地消型エネルギーシステムの
構築に関するノウハウの共有化及び他地域への展開を図る。

補助対象事業

再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた取組を⾏う事業の内容が、下記の全ての項⽬を満たすものを対象とします。

1. 太陽光や⾵⼒等の出⼒変動の⼤きな再⽣可能エネルギーの導⼊を拡⼤するため、需要家側に設置された複数の蓄エネルギー
機器を最適に制御することで調整⼒を創出し、⼜は再⽣可能エネルギー由来の電気を⽔素等の他のエネルギー媒体に変換、貯
蔵することで、需要家側の設備に対し電気・熱を供給しようとするもの。

2. 再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤に向けた課題に対する取組に関するノウハウの共有化を図り、他地域での再⽣可能エネルギーの
導⼊拡⼤に資するもの。

補助対象事業者  ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公共団体、
任意団体等であること。

補助対象経費

 モデル構築事業に係る経費
• 設計費（機械装置、システム）
• 設備費（機械装置、制御盤、監視装置、配管類及びこれらに付随する設備）
• ⼯事費
• 諸経費（⼯事負担⾦（⽔道等）、管理費（旅費、会議費等））。
※ 固定価格買取制度の認定設備は補助対象外。

補助率（上限）
 ⺠間会社⼜は任意団体等：１／２
 地⽅公共団体と共同申請する⺠間会社⼜は地⽅公共団体と共同申請する任意団体等：２／３
 上限：6億円

公募期間
※公募期間中は随時受付

平成２７年３⽉１６⽇〜７⽉３１⽇（⽕）
※⼀次締切：平成２７年３⽉３１⽇（⽕） ⼆次締切：平成２７年５⽉２９⽇（⾦） 三次締切：平成２７年６⽉３０⽇（⽕）

執⾏団体 ⼀般財団法⼈ エネルギー総合⼯学研究所

15

（参考）蓄電池の統合制御によるネガワットの創出

 国内４地域実証において、蓄電池を統合制御するシステム（蓄電池SCADA(Battery Supervisory Control 
and Data Acquisition) ）を構築し、住宅⽤蓄電池、事業所⽤蓄電池、系統⽤蓄電池を連携させる実証を実
施。

 具体的には、需要家毎に蓄電池余⼒と希望するインセンティブ額(円/kWh)を把握した上で、電⼒会社（系統部
⾨）がインセンティブ⽀払総額を最⼩化するように需給調整に必要な蓄電量を確保するなどの制御を実証。

 こうした取組が普及することで、需要家側に点在する蓄電池の余⼒を有効活⽤することができ、電⼒会社は需給ひっ
迫時等に必要な供給⼒を確保し得る。

制御画⾯イメージ

蓄電池ＳＣＡＤＡ

事業所⽤蓄電池東京電⼒綱島変電所に
設置した⼤規模蓄電池 家庭⽤蓄電池

制御画⾯イメージ

１．短周期需給調整
系統周波数維持を⽬的とし、上位EMSからの制御

指令に基づき需給調整⽤蓄電池を制御する。

２．⽇間運⽤
需要家側の蓄電池も活⽤し、ピークカットや負荷平

準化などを実施することにより系統運⽤に貢献する。

３．予備⼒
緊急時、⼀時的に放電できる電⼒を確保しておく。

実証内容

［出典］東芝資料より作成
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（参考）再⽣可能エネルギーと⽔素を⽤いた⾃⽴型エネルギー供給システム

 変動する再⽣可能エネルギーを⽔素に変換・貯蔵することで、再⽣可能エネルギーの導⼊促進に寄与するとともに、
備蓄⽔素の利活⽤として、⽔素ディスペンサーを活⽤することでＦＣＶへ燃料供給が可能となる。

 平常時は、施設の電気、温⽔、⽔素、それぞれの使⽤量と貯蔵量を適正に配分し、施設に電⼒を供給することで
ピークシフトを⾏い、電気料⾦の削減及び環境負荷の低減に寄与する。

 災害時は、主に太陽光と備蓄⽔素で発電・温⽔を発⽣させ、避難所に対し⼀定期間の電⼒、温⽔供給を⾏うこと
（基本システム構成においては、300⼈に対し7⽇間電⼒及び温⽔供給）、及び輸送可能なコンテナパッケージとす
ることで、⼤規模災害時には被災地域に設備⾃体を輸送可能となる。

［出典］東芝資料より作成

④モデル構築事業のうち再⽣可能エネルギー利⽤⾼度複合システム実証事業に係るもの【予算額：８億円】

17

項目 概要

補助⽬的
複数の再⽣可能エネルギー熱源、蓄熱槽、下⽔・河川等の公共施設等を有機的・⼀体的に利⽤する⾼効率システム（以下「再
⽣可能エネルギー熱利⽤⾼度複合システム」という。）の構築に向け実証を⾏う事業に要する経費の⼀部を補助することにより、当
該システムの構築に関するノウハウの共有化及び他地域への展開を図る。

補助対象事業

複数の再⽣可能エネルギー熱（太陽熱、河川⽔熱、下⽔熱、温度差エネルギー熱、バイオマス熱、雪氷熱、地中熱）、蓄熱槽、
下⽔・河川等の公共施設等を有機・⼀体的に利⽤するシステム実証に係る設備であって、⼗分な実証要素があり、かつ再⽣可能エ
ネルギーの種類ごとの規模要件等を満たす設備を導⼊し実証する事業であり、下記のいずれかの類型に該当するもの。
複数の再⽣可能エネルギー熱源を有効活⽤するシステムに係る実証
公共施設管理者と連携して再⽣可能エネルギー熱源を有効活⽤するシステムに係る実証
再⽣可能エネルギー熱源と蓄熱槽を有効活⽤するシステムに係る実証
複数の建築物で⼀体的に再⽣可能エネルギー熱源を有効活⽤するシステムに係る実証
熱供給者と熱需要者が連携した再⽣可能エネルギー熱源を有効活⽤するシステムに係る実証

補助対象事業者  ⽇本法⼈（登記法⼈）である⺠間会社⼜は⺠間会社を主申請法⼈（幹事法⼈）とする共同体、もしくは地⽅公共団体、
任意団体等

補助対象経費

 モデル構築事業に係る経費
• 設計費（機械装置、システム）
• 設備費（機械装置、制御盤、監視装置、配管類及びこれらに付随する設備等）
• ⼯事費
• 諸経費（⼯事負担⾦（⽔道等）、管理費（旅費、会議費等））。
※固定価格買取制度の認定設備は補助対象外。

補助率  １／２

公募期間
①平成２６年度「再⽣可能エネルギー熱利⽤⾼度複合システム実証事業」からの継続事業
平成２７年３⽉３０⽇（⽉） １７：００（必着）
②新規案件
平成２７年４⽉１３⽇（⽉) １７：００（必着）

執⾏団体 ⼀般社団法⼈ 新エネルギー導⼊促進協議会
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（参考）再⽣可能エネルギー熱の有効利⽤

【①島原市の例】
 宝酒造島原⼯場の未利⽤熱である⼯場排⽔（約６０℃）を、温泉給湯所に供給し、ヒートポンプにより温泉を

加温。
 従来⽅式と⽐べ、省エネ効果（原油換算）約４５％、エネルギーコスト約５８％削減を⽬指しシステム構築中。

【②仙台市の例】
 通年で安定した温度が保たれている下⽔道の特性を利⽤し、下⽔管路から直接熱を回収し、効率的に活⽤。
 空気熱を使⽤する場合に⽐べて、電⼒消費量３３．１％、ＣＯ２削減量３３．１％の削減を確認。

［出典］島原市資料より作成 ［出典］積⽔化学⼯業資料より作成

①島原市の例 ②仙台市の例

約８０自治体、２００事業者・団体が参画関東スマコミ連携体

 各地（特に中⼩都市や地⽅都市）におけるスマートコミュニティの構築に向けての情報共有、ビジネスモデル検討、連携先開拓などを広域で取り
組むプラットフォーム（緩やかなネットワーク）として、⾃治体や事業者（エネルギーの供給事業者、マネジメント事業者、周辺機器製造販売事業
者）で構成される「関東スマコミ連携体」を創設。（平成26年8⽉）

ス
マ
コ
ミ
関
連
ビ
ジ
ネ
ス
に
参
入
を
図
る
事
業
者

ス
マ
コ
ミ
実
現
を
目
指
す
地
域
の
関
係
者

電気事業者

ガス事業者

ＬＰガス事業者

熱供給事業者

市区町村

都県

アグリゲーター

機器メーカー

ＩＴ事業者

住宅メーカー

不動産事業者

コンサルタント

ＮＰＯ

大学

金融機関

「関東スマコミ連携体」

関
係
各
省
庁
・団
体

資源エネルギー庁

総務省

国土交通省

環境省

新エネ導入協議会

NEDO

産業支援機関

事務局 ： 関東経済産業局

スマートコミュニティの実現

※取組に当たっては、
①都県域を越えた「広域

連携」
②当局のエネルギー、もの

づくり・サービス産業、
街づくりの各施策との連
携も重視

石油販売業者

ものづくり企業

中小・地方都市での
展開に向けた

「モデル」の検討と提示

地域中小企業
への支援

自治体・事業者

マッチング プログラム
の実施

② 【情報提供】

③ 【各地からの情報発信
の場の提供】

④【関係者間の
情報共有】

⑤ 【マッチング】

メールマガジン、 「スマコミ関連施策集」の発行

各展示会出展、経産局ホームページでの発信

交流会、メーリングリスト、先進地域見学ツアー

イベントやアドバイザーによる個別マッチング実施

① 【セミナー＆勉強会】 テーマ別、業種別に随時開催
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これまでの取り組み と 今後の予定

平成26年 2⽉ 関東経済産業局として初めてのスマコミセミナーを開催
6⽉ ⾃治体職員向けに勉強会を開催
7⽉ 事業者向けに勉強会を開催
8⽉ 「スマコミ連携体」創設（⾃治体・事業者の双⽅を対象にセミナー）

11⽉ ⾃治体と事業者のマッチング会を開催
平成27年 2⽉ 板橋区と共催で、区と事業者を対象に出張マッチング会を開催

3⽉ 横浜市と共催で、⾃治体職員向けの勉強会を開催
当局の仲介で、横浜市と富⼠市が全国初のスマコミ連携協定を締結

6⽉ 「スマートコミュニティJapan」内でワークショップを実施
7⽉ ⾃治体と事業者のマッチング会を開催

10⽉ 地域におけるエネルギービジネスに関する研究会（第1回）を開催
12⽉ 地域におけるエネルギービジネスに関する研究会（第2回）を開催予定

1⽉ NEDO「新エネベンチャー技術⾰新事業のビジネスマッチング会」とのコラボレーションにより、ス
マートビジネス研究会を開催予定

1⽉末 ENEXにおいて関東スマコミ連携体のセミナーを実施予定
年度内 ⼤企業の開放特許を活⽤したエネルギー関連の新技術・サービス開発セミナーを実施予定
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個別相談も実施します

• セミナーの場における質疑応答や、名刺交換のような短時間では出来ないような、個別
具体的な質問や相談に対応

• また、「事業化に向けて『何が課題なのか解らない』」という⼊り⼝論での悩みにも対応
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◆ 関東スマコミ連携体のアドバイザー的存在である早大の小野田准教授と、貴自治体

の個別面談の場を設定します。

◆ 1面談につき、45分から60分の長時間にわたり意見交換いただき、ネックになって

いる点などを洗い出し、具体的な事業化を目指します。

◆ これまでに9自治体から申込みあり。

◆ 開催時期は随時です。申込も随時お受けします。

★本資料に関するお問い合わせ先★

関東経済産業局 地域エネルギー振興室 担当：齋藤、原山

ＴＥＬ 048-600-0355 Ｅ-Ｍａｉｌ：kanto-ondanka@meti.go.jp


